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Abstract 
In this study, I analyzed the revitalization measures of Shinano Railway and regional railways 

based on the panel data analysis. First, I analyzed the data of eight regional railway companies including 
Shinano Railway for five years (2015-19) using panel data analysis. As a result, I made it clear that: "Fare 
(coefficient 0.259)" "Number of trains (0.825)" "Rapidity (1.190)" "Population along the railway line (0.502)" 
and "Number of cars (2.032)" have a positive effect on "Transportation density". 

Next, I examined measures to revitalize Shinano Railway and regional railways. As a result, I made 
it clear that: (1) Increasing "fare" income for high-value-added trains for non-regular transportation 
(tourism, etc.), (2) Maintaining "number of trains" for commuting / school transportation, (3) Commuting 
liner utilizing high "speed" operation, (4) use promotion measures for companies and residents within 
about 800 m from the station, (5) easy-to-use park-and-ride, (6) "creating a system that makes it easy to 
use the railway" by the local government. 
Keywords: Regional railways, Shinano Railway, Panel data analysis, Transportation density 

１．はじめに 

１.１研究目的と問題意識 

本研究の目的は、パネルデータ分析に基づき、し

なの鉄道及び地域鉄道の活性化方策について考察す

ることにある。具体的には、(1)しなの鉄道を含む地

域鉄道 8 社の輸送需要に関するパネルデータ分析を

行う。これに基づき、(2)しなの鉄道及び地域鉄道の

活性化方策のあり方について論じていく。本研究に

おいて「活性化」とは、利便性向上等により、輸送

需要の増加を図ることとする。しなの鉄道に着目す

る理由については、２節で述べたい。 

近年、地域鉄道は、人口減少、自然災害、コロナ

禍により、大変厳しい経営状況に置かれている(1)。

2019年度、地域鉄道事業者の約 78％（95社中74社）

は、経常赤字となっている。そして、鉄道事業から

の退出規制が緩和された 2000 年度以降、2021 年度
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までの路線廃止は計 1,157.9kmにのぼる。 

しかし、これら地域鉄道は、住民の移動手段、地

域の経済活動や観光振興の基盤として、重要な役割

を果たしている。実際、地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律（平成 19年法律第 59号）では、

地域鉄道を含む地域公共交通について、観光、健康、

福祉、教育、環境など様々な分野で必要不可欠な社

会インフラとして位置づけられている。こうした地

域鉄道の概要については、那須野(2019)に詳しい(2)。 

厳しい経営状況にある地域鉄道について、その維

持・存続、活性化が求められているといえよう。言

い換えると、鉄道事業者は「ホスピタリティの観点

からの地域鉄道活性化」が求められている状況にあ

る。本研究において「ホスピタリティの観点からの

地域鉄道活性化」とは、「地域鉄道事業者が自社の置

かれた経営環境を的確に把握した上で、その状況に

応じた適切な経営施策を講じること」をいうことと

する。こうした認識に基づき、本研究では、しなの

鉄道及び地域鉄道の活性化方策を検討していく。 

１.２先行研究 

 地域鉄道の先行研究は、経済・経営・商学・土木・

都市計画など多分野に存在する。これら地域鉄道の

先行研究については、那須野(2021)(3)が網羅的に整

理を試みているので、こちらを参照されたい。この

うち、地域鉄道の輸送需要に関する主な研究として、

青木・須田・早川(2006)(4)、藤田(2019)(5)、那須野

(2022)(6)が、海外では Paully etc(2006)(7)が、それ

ぞれ挙げられる。 

 青木・須田・早川(2006)は、第 3セクター鉄道の

需要条件に着目し、需要関数を用いた計量分析によ

り、地域鉄道の需要の増加要因（特急運行の有無、

列車本数、沿線人口、駅数）を提示した。これは、

後の研究においても引用される地域鉄道の代表的研

究の 1つと位置づけられる。そして藤田(2019)は、

地方鉄道を対象に、パネルデータ 10年分を用いて需

要の各種弾力性を通勤・通学・定期外の 3 区分でそ

れぞれ推計している。地域鉄道全体を定量分析して

いる点において、その意義は大きい。 

 那須野(2022)は、整備新幹線並行在来線を対象に

パネルデータ 4 年分を用いて、旅客輸送のあり方に

ついて考察している。研究手法と対象において、本

研究に最も近い先行研究といえる。自動車台数が輸

送需要に正の影響を与えている点が、注目されよう。 

また Paully etc(2006)は、世界各国における鉄道

を含む公共交通機関について、それぞれ運賃、列車

本数、所得水準、自動車保有等の変数が輸送需要に

与える影響を明らかにしている。 

これらの先行研究は、多数の事業者の輸送需要を

横断的に検討した定量分析という点において、その

意義は大きい。しかし、個々の事業者に着目した定

性分析の観点は存在しない。そこで、本研究では、

(1)しなの鉄道を含む地域鉄道 8 社の輸送需要に関

するパネルデータ分析を行う（定量分析）。これに基

づき、(2)しなの鉄道及び地域鉄道の活性化方策のあ

り方について論じていく（定性分析）。 

１.３研究手法 

 前半の(1)しなの鉄道を含む地域鉄道 8 社の輸送

需要に関するパネルデータ分析（定量分析）では、

政府の統計データを使用している。具体的には、国

土交通省(各年度)『鉄道統計年報』(8)、総務省(各年

度)『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯

数調査』(9)、自動車検査登録情報協会(各年度)『自家

用乗用車の世帯普及台数』(10)、が挙げられる。 

 また、後半の(2)しなの鉄道及び地域鉄道の活性化

方策のあり方（定性分析）では、しなの鉄道に対し

て実施したインタビュー調査で得た情報（1 次デー

タ）を出来る限り使用することとし、必要に応じて

公開資料（2次データ）で補足している。インタビュ

ー調査の概要は、表１．の通り。このほか、インタ

ビュー調査当日、筆者はレストラン列車「ろくもん

1号」に乗車し、現地調査を行っている。 

１.４論文構成 

本研究の構成は、次の通り。まず、２節では、考

察を進める前提として、しなの鉄道の概要と位置づ

け（同鉄道に着目する理由）を述べる。次に、３節

において、しなの鉄道を含む地域鉄道 8社の輸送需

要を分析する（定量分析）。そして、４節では、３節

の分析に基づき、しなの鉄道における経営改善策を

検討する（定性分析）。続いて５節では、地域連携の

あり方に言及する。これは、３節と４節の分析で検

討しきれなかった内容、言い換えると、しなの鉄道

へのインタビュー調査で明らかになった事項である。   

最後に、６節において、本研究のまとめを述べたい。 

 

表１．しなの鉄道へのインタビュー調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）筆者作成. 

 

２．しなの鉄道の概要と位置づけ 

 ２節では、考察を進める前提として、しなの鉄道

の概要と位置づけ（同鉄道に着目する理由）を述べ

たい。 

相手方 　しなの鉄道職員4名

備考 　事前に質問事項を送付

日時 　2022年2月28日（月）14:25～16:35

場所
　しなの鉄道株式会社本社
　（長野県上田市常田1-3-39）

主な
内容

　(1) 経営概況と輸送状況
　(2) 利用者と収益増加の取り組み
　(3) レストラン列車「ろくもん」
　(4) しなの鉄道と地域との関係
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２.１しなの鉄道の概要 

 1997 年 10 月１日、北陸新幹線高崎～長野間の開

業に伴い、並行する在来線が JR旅客会社から経営分

離された。しなの鉄道は、この経営分離された在来

線のうち、軽井沢～篠ノ井間 65.1kmを引き継ぐかた

ちで誕生した第 3 セクター事業者である。続いて

2015 年 3 月 14 日、北陸新幹線長野～金沢間の延伸

開業に伴い、並行する在来線が JR旅客会社から経営

分離された。この時、しなの鉄道は、経営分離され

た在来線のうち、長野～妙高高原間 37.3kmを引き継

ぎ、路線が 102.4km（27駅）となっている。 

しなの鉄道の出資割合は、長野県 73.64％、沿線市

町 16.86％、金融機関 6.40％、交通事業者 2.89％、

その他 0.21％となっており、同社は行政主導の第 3

セクター事業者といえる。コロナ禍前の年間利用者

数は、1,400万人以上を維持してきた。なお、整備新

幹線開業に伴う並行在来線経営分離の枠組みについ

ては、那須野(2017)(11)に詳しい。 

２.２しなの鉄道の位置づけ（同鉄道に着目する理由） 

 本研究では、地域鉄道活性化方策について、しな

の鉄道に着目して考察する。その理由を 2点述べる。 

第 1 に、しなの鉄道が長年にわたり経常利益を計

上してきた点である。2002年度以降、経営再建の取

り組みを経て、2005年度から 2019年度まで 15年間、

経常利益を計上してきた。2019年度、同鉄道は経常

利益 9,207 万円であった。そもそも地域鉄道 95 社

は、中小民鉄 49 社と第三セクター46 社に分類でき

る。このうち中小民鉄には、鉄道事業の営業損失を

関連事業の収益（営業外収益）により補填すること

で、経常利益を計上する民間事業者が多い。一方、

第三セクターには、鉄道事業を主たる事業とする自

治体主導の事業者が多い。このため、多くは鉄道事

業の営業損失を関連事業の収益（営業外収益）で補

填できず、経常損失を計上している。こうした中、

しなの鉄道は、自治体主導の第三セクターでありな

がら、長年にわたり経常利益を計上してきた。 

 第2に、しなの鉄道が長年にわたり輸送密度4,000

人以上を達成してきた点である。2019年度、同鉄道

は輸送密度 5,328人となっている。輸送密度は 1日

1km 当たり平均乗車人員を示す指標であり、国鉄の

特定地方交通線の存廃基準として用いられた客観性

の高い指標といえる。かつて国鉄では、1977～79年

度の 3 年間の輸送密度に基づき、同 4,000 人/km を

下回る路線について、原則として廃止または第三セ

クターに転換してきた。このことに鑑みれば、輸送

密度 4,000人/km以上の路線は、維持・存続、活性化

を図ることが可能と考えられる。 

 このように、しなの鉄道は、地域鉄道のいわば優

等生と見なすことができる。愛知環状鉄道のように

大都市近郊に位置するわけではなく、智頭急行のよ

うに特急列車が通過するわけでもない。しかし、コ

ロナ禍前の 2019 年度まで、経常利益と輸送密度

4,000 人//km を達成してきた。こうした理由に基づ

き、本研究では、しなの鉄道に着目していく。ここ

から、地域鉄道活性化方策を見出したい。 

２.３しなの鉄道の経営改善策 

 続いて、しなの鉄道の経営改善策の概要につい

て、述べておきたい。現在、同鉄道では、3つの計

画、すなわち「第四次中期経営計画」（2018～2022

年度）とこれに基づく「2021年度事業計画」、そし

て「コロナ禍を乗り切る経営改善策の概要」（2021

年 11月 26日）に基づき、経営が行われている。以

下、順に概要を説明する。 

 「第四次中期経営計画」（2018～2022年度）はコ

ロナ禍前に策定されており、ここでは、沿線人口の

減少や少子高齢化といった外部環境の変化、設備や

車両の老朽化、人材育成や技術継承といった内部環

境の変化に対して的確に対応すべきことが述べられ

ている。その上で、5つの基本方針、つまり(1)安

全で安定した輸送の確保、(2)快適なサービスの提

供、(3)地域との連携、共生の更なる強化、(4)営業

力と収益力の向上、(5)将来を見据えた経営基盤の

確立、に基づき、様々な計画が盛り込まれている。 

「2021年度事業計画」はコロナ禍に策定された

もので、ここでは、コロナ禍による財務基盤の急速

な悪化と鉄道利用者数の大幅な減少に伴い、事業継

続そのものの危機に関する言及がなされている。そ

の上で、こうした問題意識に基づき、上述の(1)～

(5)の施策を着実に推進し、コロナ禍を乗り越える

旨が述べられている。 

「コロナ禍を乗り切る経営改善策の概要」（2021

年 11月 26日）は、2020年度最終赤字 4億円を受

けて策定されたもので、しなの鉄道におけるいわば

極限までの自助努力と位置づけられる。今後、(1)

ダイヤ編成の見直し、(2)駅業務体制の見直し、(3)

運賃制度の見直し、(4)組織のスリム化と人件費の

抑制、(5)設備維持費の低コスト化、に取り組むこ

とで、2022年度からの 10年間で経費削減効果 72

億円と増収効果 8億円を見込む内容となっている。 

これら経営改善策の詳細は、４節で考察したい。 

 

３．しなの鉄道を含む地域鉄道８社の輸送需要分析 

３節では、地域鉄道 95社のうち、しなの鉄道を含

む地域鉄道 8社の輸送需要を分析していく。 

３.１分析対象とモデル 

ここでは、地域鉄道 8社、具体的には「整備新幹

線開業に伴い、JR旅客会社から経営分離された並行

在来線を引き継いだ自治体主導の第 3 セクター事業

者」8社を分析対象とする。しなの鉄道単体にとどま
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らず、類似の事業者 8社を分析対象とすることで、

より広範かつ客観的な分析が可能となる(12)。分析モ

デルとして、以下の対数線形モデルを採用する。 

8 社の内訳は、道南いさりび鉄道、青い森鉄道、

IGRいわて銀河鉄道、しなの鉄道、えちごトキめき鉄

道、あいの風とやま鉄道、IRいしかわ鉄道、肥薩お

れんじ鉄道、とする。これら 8社は、(1)元 JR線の

ため線路規格が高い（複線・電化区間が多い）、(2)

元 JR 線を前提として運賃や列車本数を設定する、

(3)中長距離旅客は新幹線を利用する傾向にある、と

いった点において、類似の特徴を持ち合わせている。

このため、本研究では、地域鉄道 95社のうち、これ

ら 8社を対象として、輸送需要を分析していく。 

そして、分析期間は、2015～2019年度の 5年間と

する。すなわち、これら 8社が全て開業した 2015年

度から、分析に用いる国土交通省(各年度)『鉄道統

計年報』のデータが揃う 2019年度まで、を対象とし

ている。モデル構築にあたり、藤田(2019)や那須野

(2022)などの先行研究を参考とした。各説明変数を

採用した理由は、次の通りである。まず「輸送密度」

については、かつて旧国鉄の特定地方交通線の存廃

基準として用いられた客観性の高い指標であること

から、採用した。次に「運賃」と「列車本数」につい

ては、利用者の利便性に直結する要素という観点か

ら、採用している。そして、那須野(2022)において、

列車の速度が輸送需要に正の影響を与えることが示

唆されたため、「速度」を採用している。また「沿線

人口」については、鉄道の利用状況に影響を及ぼす

基礎的データという観点から、採用している。この

ほか「自動車台数」については、特に地方において

鉄道の利用状況に影響を及ぼすであろうという問題

意識に基づき採用した。 

ここで、Qを被説明変数（目的変数）とする。Qは

「輸送密度」を表す。そして、F、S、R、P、Vを説明

変数とする。F は「運賃」を、S は「列車本数」を、

Rは「速度」を、Pは「沿線人口」を、Vは「自動車

台数」を、それぞれ表す。添え字 i（個体識別番号）

は「事業者」を、同 t（時点識別番号）は「年度」を、

それぞれ意味している(13)。 

なお、道南いさりび鉄道は 2015年度末（2016年 3

月 26日）開業のため、同年度の営業日数は 6日間の

みであった。このため、同鉄道の 2015年度データを

「開業年ダミー」としてダミー処理している。 

 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1𝑙𝑙𝑙𝑙𝐹𝐹𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝛽𝛽2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑆𝑆𝑖𝑖 ,𝑡𝑡 + 𝛽𝛽3𝑙𝑙𝑙𝑙𝑅𝑅𝑖𝑖,𝑡𝑡

+ 𝛽𝛽4𝑙𝑙𝑙𝑙𝑃𝑃𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝛽𝛽5𝑙𝑙𝑙𝑙𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡 
 

３.２データの詳細 

 各変数の基本統計量を、表２．に記す(14)。 

「輸送密度」「運賃」「列車本数」については、国

土交通省(各年度)『鉄道統計年報』に基づく。「運賃」

は、旅客収入を旅客人キロで除した 1km当たりの平

均運賃を採用している。「列車本数」は、列車キロを

営業キロと営業日数（365 日）で除した 1 日当たり

の上下列車本数を示す。 

 

表２．基本統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）筆者作成. 

 

「速度」については、市販の時刻表に基づく。駅

停車時間を含む列車の平均運転速度、すなわち表定

速度を採用している。筆者が各事業者の概ね平均的

と考えられる列車を 1本抽出の上、算出した。 

「沿線人口」については、総務省(各年度)『住民

基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査』

に基づく。これは、路線が通過する全市町村の人口

を合計した人数を意味している。「自動車台数」につ

いては、自動車検査登録情報協会(各年度)『自家用

乗用車の世帯普及台数』に基づく。これは、路線が

位置する都道府県単位の数字(15)で、1 世帯当たりの

自動車平均保有台数を表す。 

３.３分析結果と解釈 

 分析結果は、表３．の通りとなった。各事業者に

おける差異が地理的特性など固有のものかランダム

なものかを検討すべく Hausman 検定を行ったところ、

変量効果モデルが支持されている（χ2：10.11、p値：

0.1202）(16)。 

 まず、「運賃」が 5％水準で有意な正の値となった

（係数 0.259）。一般的に、「運賃」が上がれば「輸送

密度」は下がるものと想定される。実際、青木・須

田・早川(2006)と藤田(2019)では、「運賃」は「輸送

密度」に対して負の弾力性を示している。一方、本

研究では、係数の値は小さい（同 0.259）ながらも、

「運賃」が正の値を示す。このことは、運賃値上げ

の余地があることを示唆していると考えられる。 

次に、「列車本数」が 1％水準で有意な正の値とな

った（係数 0.825）。一般的に、「列車本数」の増加は

「輸送密度」の増加に繋がると考えられることから、

この結果は妥当と見なしうる。特に、通勤輸送では、

藤田(2019)の指摘通り、列車本数の重要性が高まる

と考えられる。三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティン

グ(2018)(17)は、経営の好調な地域鉄道の要素の 1つ

変数名 平均値 標準偏差 最小値 最大値

輸送密度
（人/1日1km）

4,607 4,619 479 15,609

運賃
（円/1km）

14.1 9.2 6.9 68.1

列車本数
（本/1日）

84 98 22 341

速度
（km/h）

53.9 7.4 39.1 63.2

沿線人口
（人）

531,049 227,597 268,776 880,134

自動車台数
（台/1世帯）

1.401 0.216 1.006 1.712
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として「通勤利用の増加」を挙げている。このこと

に鑑みれば、列車本数増加による通勤客増加は、地

域鉄道活性化に資する取り組みといえよう。 

 

表３．分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）筆者作成. 

 

そして、「速度」が 1％水準で有意な正の値となっ

た（係数 1.190）。このことは、列車「速度」向上が

「輸送密度」増加に結び付くことを意味する。現在、

地域鉄道の多くが立地する地方では、いわゆる自動

車社会が成立している。実際、並行在来線 8社の沿

線では、1 世帯当たり自動車台数平均 1.401 台とな

っている（表２．）。筆者は、こうした地方において、

地域鉄道は自動車に劣らない「速度」を維持するこ

とが重要と考える。このことは、路線の存廃基準の

1つとして「速度」を挙げる板谷(2011) (18)、並行在

来線の特徴の 1 つとして「速度」の高さを指摘する

那須野(2022)の主張とも合致する。 

また、「沿線人口」が 1％水準で有意な正の値と

なった（係数 0.502）。一般的に、「沿線人口」の増

加は「輸送密度」の増加に繋がると考えられること

から、この結果は妥当と見なしうる。現在、多くの

地域鉄道の沿線では、人口減少傾向にあるため、将

来的に厳しい経営環境となることが予想される。 

このほか、「自動車台数」が 1％水準で有意な正

の値となった。係数も、2.032とやや大きい。鉄道

と自動車は代替関係にあると仮定すれば、符号は負

となることが想定される。符号が正となった理由に

ついて、藤田(2019)は「（地域鉄道沿線では、）自家

用車に代表される他の交通手段が通勤手段の主流で

ある」旨を述べている。さらに那須野(2022)は、符

号が正となった理由として、「速度」の高さを挙げ

ている。つまり、「速度の高さを前提とした自動車

利用者の誘致施策（パークアンドライド）の積極的

推進」により、自動車利用者の鉄道利用への誘致を

図っているとする。このように、並行在来線 8社で

は、沿線の「自動車台数」増加が鉄道の「輸送密

度」増加に結び付くことが示唆される。 

地域鉄道 8社に関するパネルデータ分析の結果を

まとめると、次の通りとなる。すなわち、「輸送密

度」に対して、「運賃」「列車本数」「速度」「沿線人

口」「自動車台数」が正の影響を与えることが明ら

かとなった。 

 

４．しなの鉄道における経営改善策の検討 

４節では、３節の分析結果に基づき、しなの鉄道

及び地域鉄道の活性化方策のあり方について論じて

いく。言い換えると、２．３で述べたしなの鉄道の

経営改善策において、「輸送密度」に正の影響を与

える「運賃」「列車本数」「速度」「沿線人口」「自動

車台数」に関する取り組みがどの程度行われている

のか分析を行う。 

４.１経営改善策の検討①（「運賃」関係） 

４．１では、変数「運賃」に関係する施策を検討

したい。３節では、「運賃」は「輸送密度」に対し

て正の影響を与えるという結果が導出された（係数

0.259）。 

この点に関して、筆者は、通勤・通学輸送と定期

外輸送（観光等）に分けて捉える必要性を提唱した

い。すなわち、通勤・通学輸送については、青木・

須田・早川(2006)や藤田(2019)が示す通り、「運

賃」上昇は「輸送密度」低下を招くと考えられる。

一方、定期外輸送（観光等）については、「運賃」

上昇により「輸送密度」増加を図る余地があると考

えられる。 

まず通勤・通学輸送について、しなの鉄道はコロ

ナ禍で厳しい状況に追い込まれながらも、運賃値上

げに言及していない。この点は、評価できよう。一

方、2023年 4月に乗継割引制度の廃止を表明して

いる。同制度は、旅客が同鉄道と接続する JR及び

説明変数 係数
標準
誤差

t値 P値 判定

運賃 -0.095 0.105 0.91 0.372
列車本数 0.286 0.377 0.76 0.455

速度 0.468 1.026 0.46 0.652
沿線人口 6.618 1.705 3.88 0.001 ***
自動車台数 3.705 3.954 0.94 0.357

開業年ﾀﾞﾐｰ 0.346 0.143 2.42 0.023 **
決定係数

Adjusted R2

観測値数 ***：P<0.01
ｸﾛｽｾｸｼｮﾝ数 **：P<0.05
計測期間 *：P<0.1

固定効果モデル

0.555

40
8

2015-2019

説明変数 係数
標準
誤差

z値 P値 判定

運賃 0.259 0.106 2.44 0.015 **
列車本数 0.825 0.070 11.72 P<0.001 ***

速度 1.190 0.401 2.96 0.003 ***
沿線人口 0.502 0.124 4.05 P<0.001 ***
自動車台数 2.032 0.389 5.23 P<0.001 ***

開業年ﾀﾞﾐｰ 0.004 0.201 0.02 0.985
決定係数

Adjusted R2

観測値数 ***：P<0.01
ｸﾛｽｾｸｼｮﾝ数 **：P<0.05
計測期間 *：P<0.1

変量効果モデル

0.969

40
8

2015-2019

χ2 p値
10.11 0.1202

Hausman
検定
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えちごトキめき鉄道を乗り継ぐ際、運賃が高額とな

るのを抑制する目的で、40～80円（普通運賃の場

合）の運賃割引を実施してきた経緯がある。今般、

同制度を廃止するというものである。同制度廃止に

より、実質的な運賃値上げとなるため、「輸送密

度」低下が懸念される。 

次に定期外輸送（観光等）について、しなの鉄道

では、2014年 7月からレストラン列車「ろくも

ん」を運行している。土日祝日や多客期を中心に軽

井沢～長野間を１日約 1往復運行しており、乗客は

客室乗務員による“お客様に寄り添ったサービス”

のもと、懐石料理または洋食フルコースを満喫でき

る。１人 15,800円と高額にも関わらず、コロナ前

の年間利用者数を見ると、2015年度で 12,691人で

あった。利用者の約半数は、関東からの観光客とな

っている。現在、長野県と沿線市町は「ろくもん」

を観光客誘致のキラーコンテンツと見なしており、

長野県と沿線市町の多くがふるさと納税の返礼品と

して「ろくもん」乗車券を採用している。2019年

度、返礼品としての「ろくもん」利用は 240件にの

ぼったという。 

また、しなの鉄道では、2020年 7月から新型車

両 SR1系 100番台による快速「軽井沢リゾート号」

を運行開始した。土日祝日と年末年始に 2往復（軽

井沢～長野～妙高高原 1往復、軽井沢～長野 1往

復）運行しており、乗客は 500円の指定席券を購入

することで、沿線の観光地を快適かつ新幹線より廉

価に移動できる。1,500円追加により、軽食付プラ

ンも選択可能となっている。 

以上の考察から、しなの鉄道の「輸送密度」を維

持するためには、定期外輸送（観光等）で、レスト

ラン列車「ろくもん」や快速「軽井沢リゾート号」

など付加価値の高い観光客向け列車の「運賃」（料

金）収入増加を図ることの有効性が示唆される。 

４.２経営改善策の検討②（「列車本数」関係） 

４．２では、変数「列車本数」に関係する施策を

検討したい。３節では、「列車本数」は「輸送密

度」に対して正の影響を与えるという結果が導出さ

れた（係数 0.825）。 

まず、３．３で述べた通り、「列車本数」は特に

通勤輸送で重要性が高まると考えられる。しなの鉄

道では、2022年 3月 12日（土）ダイヤ改正におい

て、土休日運休列車（区間により 4または 6本）を

設定した。現時点で、通勤輸送の利便性への影響は

少ないと考えられる。しかし 2023年春ダイヤ改正

では、日中～深夜帯の減便と最終列車の繰り上げを

軸とするダイヤ全面見直しを検討している。通勤輸

送（特に帰宅時）の利便性低下、ひいては「輸送密

度」低下を招くことが懸念されよう。 

次に、定期外輸送（観光等）について、興味深い

成功例がある。それは、軽井沢～小諸間の増便事業

である。これまでしなの鉄道では、「観光客数年間

約 870万人の軽井沢から、いかに同鉄道沿線に観光

客を引き込むか」を念頭に、多くの施策を展開して

きた。この問題意識に基づき、同鉄道では、施策の

1つとして、2007年度から軽井沢～小諸間の増便事

業を実施している。つまり、沿線市町の一部費用負

担に基づき、同区間の輸送力は上下 42本で足りる

ところ、14本追加して上下計 56本運行している。

この結果、「輸送密度」が約 2,500人から約 3,700

人に増加したという。これは、「列車本数」増加が

「輸送密度」増加に直結した成功例といえよう。 

以上の考察から、しなの鉄道の「輸送密度」を維

持するためには、通勤・通学輸送における「列車本

数」の維持・増加が求められる。 

４.３経営改善策の検討③（「速度」関係） 

４．３では、変数「速度」に関係する施策を検討

したい。３節では、「速度」は「輸送密度」に対し

て正の影響を与えるという結果が導出された（係数

1.190）。 

 そもそもしなの鉄道を含む元並行在来線の地域鉄

道 8社の平均表定速度 53.9km/h（表２．）は、地域

鉄道全社の同 32.4km/h、自動車の同 38.9km/hと比

較して相当程度高い水準にある(19)。こうした列車

「速度」の速さは、自動車に対する大きな優位性に

なると考えられる。 

特に、しなの鉄道沿線は、自動車社会ではある

が、道路事情が貧弱という問題を抱えているため、

鉄道の通勤・通学輸送に果たす役割は大きい。すな

わち、基幹道路の国道 18号線はごく一部を除いて

2車線（片側 1車線）のため、渋滞が慢性的に発生

している。上信越自動車道の I.Cは、軽井沢、上

田、長野とも全て市街地から遠く、渋滞時は I.Cか

ら市街地まで時間を要する状況にある。しかし定期

外輸送（観光等）の場合、しなの鉄道が「速度」の

速さを志向する意義は少ない。なぜなら、圧倒的に

速い新幹線が並行しているためである。 

一方、通勤・通学輸送の場面では、「速度」の速

さを活かした施策が有効と考えられる。現在、実施

中の施策として、快速「しなのサンライズ号」「し

なのサンセット号」の運行が挙げられる。しなの鉄

道では、2020年 7月、新型車両 SR1系 100番台に

より、これらの列車を運行開始した。平日の朝と夕

～夜間に 2往復（小諸～上田 0.5往復、上田～長野
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2往復）運行しており、乗客は区間により 300～400

円の指定席券を購入することで、上田以東の各駅と

長野との間を高速かつ快適に移動できる。表定速度

76.4km/hは、JR特急列車並みを誇る。 

 一方、しなの鉄道では、2023年 4月、設備維持

費低コスト化の観点から、「最高速度引下げによる

設備寿命延伸」「線路等級引下げによる設備基準見

直し」を予定している。対象区間と速度引下げ幅は

公表されていないが、「速度」低下による「輸送密

度」低下が懸念される。 

以上の考察から、しなの鉄道の「輸送密度」を維

持するためには、通勤・通学輸送において、快速

「しなのサンライズ号」「しなのサンセット号」の

運行など、「速度」の高さを活かした施策の有効性

が示唆される。なお、パークアンドライドの取組に

ついては、４．５で述べたい。 

４.４経営改善策の検討④（「沿線人口」関係） 

４．４では、変数「沿線人口」に関係する施策を

検討したい。３節では、「沿線人口」は「輸送密

度」に対して正の影響を与えるという結果が導出さ

れた（係数 0.502）。 

現在、しなの鉄道沿線は人口減少傾向にあるた

め、同鉄道の「輸送密度」は長期的に減少が予想さ

れる。ここでは、「沿線人口」が減少する中で、同

鉄道が取りうる施策を検討したい。それは、「駅か

ら約 800m以内の企業や住民を対象とした利用促進

策の実施」である。以下、その理由を述べていく。 

近年、しなの鉄道では、社内に「しなの鉄道利用

促進ワーキンググループ」を立ち上げ、沿線企業向

けにアンケート調査を実施した。同鉄道が「利用さ

れない理由」「どうすれば利用されるか」を徹底的

に掘り下げ、最終的に「通勤状況等調査結果」「通

勤状況等調査から得られた事実と解決策の方向性」

等の資料を取りまとめている。 

これらの資料から、次の 2点が浮かび上がってき

たという。それは、回答者からの「駅から先の 2次

交通（バス）が無い」「駅に駐車場が無い。仮にあ

っても高額」という意見であった。これを受けて、

しなの鉄道で現状を詳細に調査したところ、「2次

交通（バス）は、少ないながらも存在する」「駐車

場はたくさん存在する」ということが分かった。こ

の結果を受けて、同鉄道では、(1)各駅における列

車と 2次交通（バス）との接続状況一覧を作成し、

沿線市町に配布、(2)各駅周辺の駐車場情報の利用

者への発信、を鋭意行っている。 

しなの鉄道担当者は、こうした取り組みを行う中

で、分かってきたことがあるという。それは、「沿

線住民は、自宅や職場が駅から約 800m以上離れる

と、鉄道を利用しなくなる」ということである。そ

こで、筆者は、「駅から約 800m以内の企業や住民を

対象とした利用促進策の実施」が有効と考える。 

以上の考察から、しなの鉄道の「輸送密度」を維

持するためには、単に「沿線人口」の減少を悲観す

るのではなく、より具体的に「駅から約 800mの企

業や住民を対象とした利用促進策を実施」すること

が求められる。 

４.５経営改善策の検討⑤（「自動車台数」関係） 

４．５では、変数「自動車台数」に関係する施策

を検討したい。３節では、「自動車台数」は「輸送

密度」に対して正の影響を与えるという結果が導出

された。係数も、2.032とやや大きい。 

これは、沿線の「自動車台数」増加が鉄道の「輸

送密度」増加に結び付くことを意味する。この理由

として、筆者は、那須野(2022)で「速度」の高さを

挙げた。つまり、しなの鉄道では、「速度の高さを

前提とした自動車利用者の誘致施策（パークアンド

ライド）の積極的推進」により、自動車利用者の鉄

道利用への誘致を図っているためとしている。那須

野(2022)では、「速度」を変数としていなかった。

本研究では「速度」を変数とすることで、「速度の

高さを前提とした自動車利用者の誘致施策（パーク

アンドライド）」の有効性を統計的に確認できた。 

例えば、朝夕の混雑時間帯において、上田～長野

間 34.4kmを渋滞する一般道路または市街地から離

れた高速道路をマイカー通勤するのはやや難があ

る。この点、しなの鉄道の快速「しなのサンライズ

号」「しなのサンセット号」（表定速度 76.4km/h、

所要約 27分）利用なら難なく移動できる。仮に自

宅または職場のいずれかが駅から離れている場合で

も、列車とパークアンドライドを組み合わせること

で、上手くカバーできよう。 

現在、しなの鉄道の沿線各駅におけるパークアン

ドライドの実施状況は、表４．の通りとなってい

る。４．４で述べた通り、同鉄道全駅に駐車場はた

くさん存在することが分かる。なお、これら駐車場

の多くは沿線市町が運営しており、同鉄道利用者に

加え、高速バスや商業施設利用者なども利用可能と

なっている。 

しかし、これら駐車場を活用したパークアンドラ

イドは充分に実施出来ているとは言い難い。ここで

筆者は、課題を 2点指摘したい。第 1に、ワンスト

ップでの対応が出来ていない点である。すなわち、

利用者は鉄道（しなの鉄道）と駐車場（沿線市町）

の両方の手続きを別々に行わなければならない。し
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なの鉄道では駐車場の情報提供や申込受付には対応

しておらず、利用者は同鉄道を通じて駐車場を申し

込めない(20)。そもそも「どこに駐車場があるの

か」「金額はどの程度なのか」を自治体ウェブサイ

ト等で調べて、申し込まねばならない。 

 

表４．しなの鉄道沿線各駅における 

パークアンドライド実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）しなの鉄道提供資料に基づき、筆者作成. 

 

第 2に、金額面での割引が一部を除いて無い点で

ある(21)。すなわち、利用者は通勤定期券と駐車場

の両方の費用負担をすることになる。具体的には、

通勤定期券は企業負担だが、駐車場は利用者の自己

負担となる。ここで、駐車場費用の割引という誘因

な無ければ、利用者をパークアンドライドライドに

誘導することは難しい。 

筆者は、これら 2点の課題を解決した上で、使

い勝手の良いパークアンドライドの実施を提案した

い。このことは、しなの鉄道の「輸送密度」維持に

資する取り組みといえよう。 

 

５．地域連携のあり方 

５.１鉄道を利用しやすい仕組みづくり 

しなの鉄道担当者は、「自治体が鉄道を残すこと

をしっかり考えるべき」という。すなわち、自治体

が鉄道を本当に残したいと考えるなら、「自治体は

集客施設を鉄道利用者の使いやすい場所に配置すべ

き」とする。いくつか事例を説明いただいたので、

以下に紹介したい。 

例えば、「プロ野球を行う球場（長野オリンピッ

クスタジアム）は駅から歩いて行ける距離ではな

い。年 1回のプロ野球開催時は約 3万人の観客が来

るにも関わらず、駐車場もろくに無い。これでは

『来るな』と言っているようなもの」という。そし

て「1997年長野五輪の際、なぜ選手村を今井駅前

に設置して、複数の競技場を駅からはるか遠くに設

置したのか。なぜ逆にしなかったのか」と述べてい

る。また、これまで自治体の請願により設置した

「4つの新駅についても、明確なコンセプトを持っ

ていたのは屋代高校前駅のみで、他の 3駅（信濃国

分寺、テクノさかき、千曲）については、『駅間距

離が長いから、ここに駅があれば便利だよね』とい

う感覚で設置されており、コンセプトは無い。コロ

ナ禍後、後者 3駅の乗客の落ち込みはかなり大き

い」という。 

最後に、「どれだけ少子高齢化や運転免許返納が

進んで鉄道が重要と言われても、鉄道で行った先に

市役所、病院、映画館、観光地が無ければ、沿線住

民に鉄道を使ってもらえない」というコメントを頂

戴した。これは、鉄道事業者（当事者）からの重い

一言といえよう。 

以上の考察を踏まえると、地域鉄道活性化を図

るためには、乗客にとっての利用のしやすさ、言い

換えると乗客にとってしなの鉄道利用が一番メリッ

トとなるような状況を作り出すべく、自治体主導に

よるまちづくりの推進が求められる。これは当たり

前のことであるが、四半世紀にわたり実践されてい

ないことが明らかとなった。 

５.２地域連携の具体例 

ここで、しなの鉄道担当者が、地域連携、すなわ

No. 駅名

通勤
乗降
人数

【人/1日】

駐車場
【台】

利用状況
【○＝空きあり】
【△＝空き少し】
【×＝ほぼ満車】

料金
【円・
1か月

　の目安】

18

7

8

9

10

11

12

1

2

3

4

5

6

信濃国分寺

上田

西上田

テクノさかき

578

25

26

軽井沢

中軽井沢

信濃追分

御代田

平原

小諸

滋野

19

20

21

22

23

24

13

14

15

16

17

妙高高原

三才

豊野

牟礼

290 － △

198 73 － △

70

北長野

40 10 無料 ×

1,102 1,200 5,000 ○

44 － △

310 200 3,000 ○

古間

黒姫

坂城

戸倉

千曲

屋代

屋代高校前

篠ノ井

田中

大屋 578 72 4,900 ○

418 20 4,000 △

224 70 3,000 △

488 250
 3,000
  ～5,000

×

368 15 4,200 △

508 31 4,200 △

2,792 550 13,000 ○

318 85 4,200 △

1,634 56 5,000 ×

322 109 4,000 ×

844 127 5,000 ○

382 42 5,000 △

648 74
 3,000
  ～4,000

×

1,054 107 4,100 ○

5,156 141
 3,672
  ～6,930

○

1,606 477
 3,672
  ～6,000

×

152 100 無料 ○

78 60 無料 ○

298 80 無料 ×

108 50 無料 ○
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ち自治体による「鉄道を利用しやすい仕組みづく

り」の理想的な事例として挙げた 2つの取り組みを

考察したい。それは第 1に、飯綱町と信濃町におけ

る通学費用補助である。両町では、高校生を対象に

通学定期金額の 2割を補助して、鉄道利用促進を図

っている。通勤定期は企業負担だが、通学定期は家

計負担となる。この点、両町による通学費用補助

は、家計負担を緩和し、鉄道利用を促進しうる有効

な施策と考えられる。 

第 2に、軽井沢町におけるパークアンドライドで

ある。これまで同町では、多客期の渋滞対策として

パークアンドライドを推進してきた。例えば、軽井

沢の入口にある信濃追分駅での駐車場整備、中軽井

沢駅至近にある町役場の駐車場無料開放、そして信

濃追分駅・中軽井沢駅～軽井沢駅間の電車利用促

進、といった施策を鋭意推進している。近年、軽井

沢町のこうした努力が実り、コロナ禍前の 2019年

ゴールデンウェーク（10連休）には、軽井沢町内

はもちろん、御代田町や小諸市の駐車場まで一杯と

なり、ここから電車で軽井沢へ向かうパークアンド

ライドが定着するようになったという。 

さて、４節で分析した「輸送密度」に正の影響を

与える「運賃」「列車本数」「速度」「沿線人口」「自

動車台数」については、しなの鉄道の自助努力で一

定程度改善を図りうる事項と位置づけられる。一

方、５節で述べた地域連携、すなわち「鉄道を利用

しやすい仕組みづくり」については、沿線自治体の

理解と協力が不可欠な事項と位置づけられよう。こ

れは、しなの鉄道にとどまらず、他の地域鉄道にも

共通する考え方といえる。筆者は、この両方の取り

組みが両輪として上手く回り始めた時こそ、真の意

味での地域鉄道活性化を実現できると考える。 

 

６．おわりに 

６.１まとめ 

本研究では、パネルデータ分析に基づき、しなの

鉄道及び地域鉄道の活性化方策について考察した。

まず、(1)しなの鉄道を含む地域鉄道 8社の 5年間

（2015～19年度）のデータを対数線形モデルで分

析した結果、5つの変数「運賃（係数 0.259）」「列

車本数(同 0.825)」「速度（同 1.190）」「沿線人口

（同 0.502）」「自動車台数（同 2.032）」が「輸送密

度」に正の影響を与えることが明らかとなった。 

次に、(2)しなの鉄道及び地域鉄道の活性化方策

のあり方について検討を行った。具体的には、しな

の鉄道の経営改善策について、上述の 5つの変数に

基づき分析を行った。その結果、次の 5点の示唆を

得られた。つまり、①定期外輸送（観光等）におけ

る付加価値の高い観光客向け列車の「運賃」（料

金）収入増加、②通勤・通学輸送における「列車本

数」の維持・増加、③「速度」の高さを活かした通

勤ライナー等の運行、④駅から約 800m以内の企業

や住民を対象とした利用促進策、⑤使い勝手の良い

パークアンドライド、の 5点である。 

そして、上述の 5つの変数に関する分析から言及

できなかった内容、言い換えるとしなの鉄道へのイ

ンタビューで明らかになった事項として、地域連携

のあり方に言及した。中長期的に地域鉄道活性化を

図るためには、自治体による「鉄道を利用しやすい

仕組みづくり」、すなわち、①集客施設の鉄道利用

者の使いやすい場所への配置、②通学費用補助、③

パークアンドライド等の施策が求められる。 

鉄道事業者は、「ホスピタリティの観点からの地

域鉄道活性化」が求められている状況にある。 

６.２今後の課題 

最後に、今後の課題を 2点挙げたい。第 1の課題

は、地域鉄道活性化方策の他の地域鉄道への適用可

能性の検討である。本研究では、しなの鉄道を含む

地域鉄道 8社の分析から、地域鉄道活性化に関する

5つの示唆を導出した。すなわち、①定期外輸送

（観光等）における付加価値の高い観光客向け列車

の「運賃」（料金）収入増加、②通勤・通学輸送に

おける「列車本数」の維持・増加、③「速度」の高

さを活かした通勤ライナー等の運行、④駅から約

800m以内の企業や住民を対象とした利用促進策、

⑤使い勝手の良いパークアンドライド、の 5点であ

る。併せて、自治体による「鉄道を利用しやすい仕

組みづくり」の必要性を明らかにした。今後、これ

らの他の地域鉄道への適用可能性を検討したい。こ

れらは、しなの鉄道にとどまらず、元並行在来線の

地域鉄道 8社はもちろん、列車「速度」の高い北越

急行、伊勢鉄道、智頭急行などに適用できる可能性

が高い。 

第 2の課題は、自治体による「鉄道を利用しやす

い仕組みづくり」の観点を取り込んだモデル構築

（定量分析）である。例えば、駅から約 800m以内

の集客施設の数を数え、これをモデルに組み込みた

い。地域鉄道の通勤・通学輸送に影響を及ぼす企業

や学校（高校、高専、短大、大学等）については具

体的な数を、定期外輸送（観光等）に影響を及ぼす

娯楽施設やスポーツ施設等についてはダミー変数

を、それぞれ組み込むことが考えられる。 
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